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（百万円未満四捨五入） 

１．19 年９月中間期の連結業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日） 
 (1)連結経営成績                （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 
税金等調整前中間 

（当期）純利益 
中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19 年９月中間期 362,701 21.0 34,076 6.3 31,506 △3.5 20,357 △2.0 

18 年９月中間期 299,837 17.0 32,046 27.8 32,661 8.2 20,776 1.8 

19 年３月期 629,667 17.3 64,009 19.8 65,595 1.9 39,932 △2.5 

      
 １株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 

 円   銭 円   銭

19 年９月中間期 140.50 136.66 

18 年９月中間期 143.65 139.59 

19 年３月期 276.03 268.25 

（参考）持分法投資損益 19 年９月中間期 △25 百万円 18 年９月中間期 7 百万円 19 年３月期 △73 百万円 
      
 (2)連結財政状態 

 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

19 年９月中間期 685,012 321,524 46.9 2,218.31 

18 年９月中間期 575,708 281,782 48.9 1,948.14 

19 年３月期 662,623 305,016 46.0  2,107.40 

      
 (3)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19 年９月中間期 37,339 △26,421 △19,797 79,344 

18 年９月中間期 29,630 △24,159 △21,697 76,107 

19 年３月期 64,723 △78,935 8,943 88,784 

      
２．配当の状況 

  １株当たり配当金 

基準日 中間期末 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭

19 年３月期 20.00 25.00 45.00

20 年３月期 25.00 

20年３月期（予想）  25.00
50.00

            
３．20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期） 

 
売 上 高 営 業 利 益 

税金等調整前 

当期純利益 
当期純利益 

１株当たり

当期純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通   期 720,000 14.3 75,000 17.2 75,000 14.3 45,000 12.7 310.53 
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４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
      

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更    有 

  ② ①以外の変更           無 

  （注）詳細は18ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 
      

(3) 発行済株式数（普通株式） 

  ①期末発行済株式数（自己株式を含む） 

      19年中間期 144,987,492 18年中間期 144,684,892 19年３月期 144,780,492 

  ②期末自己株式数 19年中間期      46,793 18年中間期      43,110 19年３月期       44,966 

  ③期中平均株式数 19年中間期 144,888,388 18年中間期 144,632,007 19年３月期 144,665,478 

  （注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 
      

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 126 社  持分法適用関連会社数 ４ 社 
   

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

＜前期末（平成 19 年３月）比の異動状況＞ 

連結 (新規)  ９ 社 (除外)  － 社  持分法 (新規)  － 社 (除外)  － 社 

＜前年同期末（平成 18 年９月）比の異動状況＞ 

連結 (新規)  33 社 (除外)  １ 社  持分法 (新規)  － 社 (除外)  － 社 
      
（参考）個別業績の概要 
      
１．19 年９月中間期の個別業績(平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日) 

 (1) 個別経営成績                              （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％

19年９月中間期 95,759 7.6 6,937 23.3 13,568 6.1 12,202 43.3 

18年９月中間期 89,035 7.5 5,627 32.3 12,788 4.0 8,516 △16.8 

19 年３月期 180,596 7.4 11,241 27.0 25,206 2.7 15,170 △23.6 

      
 １株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 

 円   銭 円   銭

19年９月中間期 84.22 81.92 

18年９月中間期 58.88 57.22 

19 年３月期 104.86 101.91 

   
 (2) 個別財政状態 
 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

19年９月中間期 370,221 218,016 58.9 1,504.17

18年９月中間期 306,991 205,066 66.8 1,417.75

19 年３月期 357,785 209,005 58.4 1,444.05

     
 （参考） 自己資本 19 年中間期 218,016 百万円 18 年中間期 205,066 百万円 19 年３月期 209,005 百万円 
     
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の業績予想は、現時点で得られた情報に基づいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。

従いまして、実際の業績等は、業況の変化などにより、この資料に記載されている予想とは大きく異なる場合があ

りますことをご承知おきください。 
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１．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 

１．当期の概況 

 平成１９年度（２００７年度）上期の経営環境は国内外を通じて、経済的にも、政治的にも、

更に不安定さを増しました。特に米国起点のサブプライムローン問題による米国市場の需要減

退懸念から世界のＩＴ関連市場も不透明な動きが続き、一方では中国経済が好調を持続し、他

の新興市場でも投資拡大に伴う需要増加が期待出来ることから、弱気と強気の混在する市況が

続きました。当社の事業に関しましては、幸いコア事業のＨＤＤ用モータが第２四半期に入っ

てから急激に需要増となり、中間期末まで好調に推移いたしました。その他、中型モータや電

子部品関連、更に設備投資関連事業においても、先行き不透明で短期的にも不安定な市場であ

りましたが、引き続き新分野への積極的な取り組みと品質・コスト・納期の改善を続け業績の

拡大を図ることが出来ました。当上期の連結業績は、精密小型モータ市場がＨＤＤ用モータや

光ディスク用モータを中心に第１四半期に続き第２四半期は更に拡大し、他の事業分野でも第

１四半期を底に収益改善が進み、期初の業績見込額を上回ると共に売上高・営業利益共に過去

最高額を更新いたしました。 

 

２．連結業績 

（中間期業績について） 

 当中間期の連結売上高は３６２７億０１百万円で前中間期比６２８億６４百万円の増加（２

１．０％増）となりました。営業利益におきましても、３４０億７６百万円と前中間期より約

２０億円の増加（６．３％増）となりました。しかし、当中間期末は前期末（平成１９年３月

末）より円高となった為、為替差損が約１７億円発生した結果（前中間期は約７億円の差益）、

税金等調整前利益は３１５億０６百万円で前中間期より約１２億円の減少（３．５％減）とな

りました。当中間純利益も２０３億５７百万円で前中間期比約４億円の減少（２．０％減）と

なりました。 

 まず事業別の売上高は以下のような状況であります。 

 「精密小型モータ」事業の売上高は１８８３億０７百万円となり前中間期比で約３５８億円

（２３．５％）の増加となっております。このうちブリリアントマニュファクチャリングと日

本サーボの売上高、約１５０億円が含まれております。これらを除く２０８億円のうち１５１

億円が中核製品であるＨＤＤ用モ－タの販売増加額であります。販売数量で１２％強、販売金

額で１６％強の増加となりました。平均販売価格は円ベースで３％強の上昇となっております

が、前中間期に比べ為替水準が丁度３％強の円安となっており、ドルベースではほぼ横這いで

あったと推定されます。当中間期のＨＤＤ用モータの前中間期比需要拡大は昨年度に続き２．

５インチで顕著であり２０％強の増加となりました。３．５インチは１０％強の増加となって

おります。マイクロドライブは１インチの出荷が極めて少量となりましたが、１．８インチは

第２四半期が第１四半期より５０％以上の増加で、前中間期比ではほぼ同量の出荷となりまし

た。その他のＤＣモータは前中間期との比較では日本サーボ分を除くと約４３億円（約１

２％）の増加になりました。特に日本電産本体のブラシレスＤＣモータは光ディスク用スリム

タイプ（主にノートＰＣ用）を中心に約２５億円（約１０％）の増収となっております。同時

に、日本電産サンキョーのステッピングモータ等も約２０億円の販売増となっております。フ

ァンモータは日本サーボ分を除くと１６億５０百万円の増加（８．６％増）で、第１四半期の

不振を第２四半期で挽回し増収となりました。これはＭＰＵ冷却用やゲーム機用ファンの需要

好調によるものであります。 

 「中型モータ」事業の売上高は４７６億７３百万円と前中間期比約２５４億円（約１１

４％）の増収であります。このうち日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞｱﾝﾄﾞｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞの売上高が約１８７億円、

含まれております。これを除く約６７億円の売上増加はパワーステアリング向け車載用モータ
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と日本電産シバウラのエアコン用家電用モータ等の拡販によるものであります。車載用モータ

は前中間期比７０％の売上増加となり、その他家電用モータ等も約２７％の売上増加を確保い

たしました。 

 「機器装置」事業の売上高は３４９億６９百万円で前中間期比約８８億円（約２０％）の減

収となっております。前中間期に好調でありました日本電産サンキョーの液晶ガラス基板搬送

用ロボットや日本電産コパルの半導体関連機器、更に日本電産キョーリの精密プレスなどが設

備投資需要の減少で減収となりました。 

 「電子・光学部品」事業の売上高は７９１億０７百万円で前中間期比約１０６億円（１５．

５％）の増加であります。この事業分野におきましては日本電産コパルのデジタルカメラ用シ

ャッター、金属外装品、携帯電話用シャッターなどを中心に同社製品が約５３億円（１７．

５％）の増加となりました。また日本電産コパル電子においてもフジソクの買収により回路部

品を中心に約４４億円の増収となっております。 

 「その他」の事業の売上高は１２６億４５百万円で前中間期より２億円弱（約１％）の微減

となりました。主たる減少要因はＨＤＤ用部品のピボットアッセンブリの販売減によるもので

あります。 

 利益面におきましては、当中間期の営業利益は３４０億７６百万円で､約２０億円（６．

３％）の増益となりました。増益を牽引したのはコア事業の精密小型モ－タであり、この分野

ではブリリアントマニュファクチャリングの損失も抱えながら前中間期比約３０億円の営業増

益となっております。一方で機器装置事業は前中間期が液晶ガラス基板搬送用ロボットの好調

もあり高収益であった反動で前中間期比約３１億円の営業減益となっております。各事業の詳

細は以下のとおりであります。 

 「精密小型モ－タ」事業の当中間期の営業利益は２２９億５０百万円と前中間期比約３４億

円強（１７．６％）の増益となりました。最大の増益要因は日本電産本体のＨＤＤ用・光ディ

スク用・ファンモータなどの生産販売の拡大とコストダウン効果によるものであり、営業利益

率で前中間期比約０．５％の改善となっております。この他日本電産サンキョーのステッピン

グモータの収益改善や新規連結の日本サーボの利益が増益要因となりました。一方で同様に新

規連結のブリリアントマニュファクチャリング（ＢＭＬ）の構造改革等による損失がマイナス

要因となっております。また、この事業分野の営業利益率が前中間期比０．６％悪化しており

ますが、特に新規連結分は売上高の増収効果は大きいものの、利益面ではＢＭＬのように営業

赤字であったり、日本サーボのように黒字でも利益率が低い為に生じた結果であります。ただ

日本電産本体の精密小型モータの利益率は特に第２四半期が第１四半期より１％強の改善とな

り貢献しております。 

 「中型モ－タ」事業の当中間期の営業利益は１０億８３百万円で、増益額は９億円強であり

ます。新連結会社の日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞｱﾝﾄﾞｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞが無形固定資産（「のれん」の相当部分）の

償却負担や構造改革等による損失等があり、まだ黒字化しておりませんが、既存事業の収益改

善が進み増益を果たしました。当中間期は第２四半期が第１四半期と比較し売上が減少してい

るにも拘わらず、第１四半期とほぼ同額の利益を確保し、僅かながら利益率も改善に向かって

おります。 

 「機器装置」事業の当中間期の営業利益は５５億２１百万円で、前中間期より約３１億円

（３６．２％）の大幅減益となりました。前中間期は総じて設備投資関連は極めて好調であり、

特に日本電産サンキョーの液晶ガラス基板搬送用ロボットが収益拡大の原動力でありました。

しかし当中間期は、この産業用ロボットの生産・出荷は停滞しており、全体的にも設備投資関

連に陰りが出て来て上記の減益となりました。日本電産シンポや日本電産トーソク、日本電産

リード等特定分野では増益となっておりますが、当中間期の中で第１四半期より、第２四半期

で増収・増益に貢献するに止まりました。 

 「電子・光学部品」事業の当中間期の営業利益は５９億６５百万円で、前中間期比では約１

６億円（３６．７％）の大幅増益となりました。当中間期は日本電産コパルの光学部品がシャ
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ッターや精密金属外装品等で大きく販売を伸ばしながら、歩留まり改善などのコストダウンで

利益率を前中間期比約２．５％改善して収益に貢献しました。また日本電産サンキョーの家電

用ユニット製品の生産・販売の拡大と光ピックアップユニットの収支改善による増益効果も大

きく貢献いたしました。 

 「その他」の事業の当中間期の営業利益は６億５５百万円で約９億円の減益となりました。

主たる減益要因は、ＨＤＤ用部品のピボットアッセンブリの売上減少と売価ダウンに拘わらず

鋼材価格が上昇した影響、日本電産トーソクの自動車部品で売上高が６％余り伸びているもの

の、新製品立上げ費用の負担等による収益悪化の影響が重なった結果であります。 

 税引前利益は３１５億０６百万円で前中間期より１１億５５百万円（３．５％）の減益とな

りました。営業増益に拘わらず減益となったのは、前中間期の為替差益約７億円が当中間期で

は為替差損約１７億円と反転し、差し引き約２４億円の減益要因となった影響が最大の原因で

あります。 

 当期中間純利益は２０３億５７百万円と前中間期比４億１９百万円（２．０％）の減益とな

りました。上記為替差損発生による税引前利益の減益が原因でありますが、少数株主持分利益

の減少が法人税等の負担額の増加を上回り、純利益の減少を最小限に止めております。 

（Ｑ２業績について） 

 ここでＱ２（当第２四半期）の連結業績についてＱ１（当第１四半期）との比較で簡単に触

れておきます。Ｑ２の連結売上高は１９０５億２７百万円とＱ１比較では約１８４億円（１０．

７％）の増収であります。Ｑ２営業利益は１８９億７０百万円とＱ１比較で約３９億円（２５．

６％）の増益となりました。売上高は精密小型モータが約１７６億円（２０．６％）の増収と

なり、全体の増収額の９５％強を占めました。その主要なものはＨＤＤ用モータの増収が約８

１億円（１６％強）、日本電産本体のブラシレスＤＣモータやファンモータ等で約４２億円の増

収となり、残り約５３億円が日本サーボを含むグループ会社製品による増収であります。電

子・光学部品と機器装置は増収となりましたが、中型モータはＱ１比較で約２８億円の減収と

なりました。これは主としてエアコン用モータが不需要期に入った為の影響であります。 

 営業利益はＱ１比較で全事業分野で増益となりました。営業利益率も全事業分野で改善いた

しました。特に精密小型モータ事業の増益額は２７億円（２６．７％）となり全体の増益額の

７割をカバーしております。 

 しかし、９月末の為替が６月末（第１四半期末）より８円近い大幅な円高となり、為替差損

が約４１億円発生し、税引前利益は１４６億７５百万円とＱ１比較で約２２億円の減益となり

ました。連結純利益も９２億４１百万円とＱ１比較で約１９億円の減益となりました。 

（単独業績について） 

 単独業績は前中間期比増収増益となりました。 

当中間期売上高は９５７億５９百万円と前中間期比約６７億円（７．６％）の増収となりまし

た。事業別の売上高ではＨＤＤ用モータの売上増加額が約５４億円のほか、車載用モータを中

心とする中型モータの増加が約１７億円で、ファンモータ等が若干減少しております。 

 営業利益は６９億３７百万円と前中間期比約１３億円（２３．３％）の増益であります。し

かし、経常利益は１３５億６８百万円と約８億円の増益に止まりました。これは営業外収支に

おいて、子会社等よりの配当が増加しましたが、為替差損の発生による損失増加が上回ったた

めであります。特別損益では貸倒引当金の戻入益約９億円増、子会社株式評価損約１１億円減

少等があり、税引前利益は１４７億７３百万円で約２９億円の増益、また当期純利益は１２２

億０２百万円で３６億８６百万円（４３．３％）の増益となりました。 

（今後の業績見通しについて） 

 以上述べましたとおり、当中間期の実績は売上高・営業利益とも期初の予想を上回りました。

売上高は 通期予想値の５０．４％、営業利益は４５．４％の進捗であります。従って未だ下期

での利益拡大を期待した予想となっておりますが、上期業績の足を引っ張った直近買収４社の

構造改革等もほぼ完了したほか、足元のＨＤＤ用モータを中心とする主力事業であるモータ全
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般の需要は極めて好調であり、デジタルカメラや携帯電話等の市場も堅調であります。やや陰

りの見える設備投資関係もロボット関係での先行き受注拡大が期待されております。一方経営

環境全体を見ますと、日本経済は上期においては円安を背景にした輸出を中心に比較的順調な

景気回復軌道にありました。しかし、金融不安を内在する今後の米国景気の動向が極めて不透

明であることから、米国内需要の見通しに止まらず、他の先進国は勿論、中国を初めとする新

興国の経済面の見通しも不安定であり、原油高に象徴される資源価格高騰問題も継続しており

ます。また、当社が生産・販売での中核地域としているアジア地域では政治面を含む多様な種

類のカントリーリスクが拡大していることなど経営環境は決して容易な状況ではありません。

加えて市場ニーズの変化は一層スピードアップしており、その変化はなかなか捉えきれない状

況であります。これらが当社の事業運営や業績に、どう影響を及ぼしてくるのか極めて予測が

困難であります。従って通期連結業績見通しは下記のとおり期初（平成１９年４月２５日）に

提示したものを変更致しません。 

 

＊平成１９年度連結通期業績見通し 

  売    上    高         ７２０，０００百万円（対前期比 １１４．３ ％） 

    営  業  利  益          ７５，０００百万円（対前期比 １１７．２ ％） 

    税金等調整前当期純利益     ７５，０００百万円（対前期比 １１４．３ ％） 

    当 期 純 利 益          ４５，０００百万円（対前期比 １１２．７ ％） 

 

（注）業績見通しについて 

①連結決算業績は米国会計基準によっております。 

②為替水準の設定は下期１ＵＳ＄＝１１５円であります。アジア通貨もこれに連動して設定。 

 

＜業績等の予想に関する注意事項＞ 

 この資料に記載されております業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた情報に

基づいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。従いまして、実際の業

績等は、業況の変化などにより、この資料に記載されている予想とは大きく異なる場合があり

ますことをご承知おきください。 

 

（２）財政状態 

 総資産は６８５０億１２百万円となり、前期末（平成１９年３月末）より約２２４億円増加

いたしました。増加は売掛金が約１９４億円、棚卸資産が約６０億円、有形固定資産が約４２

億円などであり、現預金は約９４億円減少となりました。負債では買掛金が約９８億円増加し

ましたが、短期借入金で約７５億円、長期借入金で約４億円、未払法人税等が約４１億円減少

となっております。資本合計は利益剰余金約１５８億円を主たる増加要因として、約１６５億

円増の３２１５億２４百万円となり、株主資本比率も４６．９％と高水準を維持しております。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当中間期末（平成１９年９月末）の現金及び現金同等物の残高は７９３億４４百万円となり

前期末（平成１９年３月末）より９４億４０百万円減少いたしました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は３７３億３９百万円となりました。これは前中間期

と比較しますと７７億０９百万円の増加であります。主たる要因は、当中間期は少数株主持分

利益および、仕入債務の減少で３５億４９百万円減少したものの、減価償却費が４９億２８百

万円増加したことに加え、売上債権や棚卸資産などが減少したことによるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は２６４億２１百万円の支出となりました。このう

ち設備投資支出は１９７億２２百万円であります。このほか子会社への投資支出が８２億１２

百万円ありました。設備投資支出は前中間期比で２４億２２百万円の減少であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は１９７億９７百万円の支出となりました。主たる
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要因は、短期借入金の返済で１３８億６４万円、長期借入金の返済で２１億４２百万円、配当

で３６億１８百万円などであります。 

 

（３）利益配分に関する基本姿勢 

  当社は「会社は株主のもの」との視点から、高株価を達成できる業績を確保し、常に時代の

変化を見据えた企業の将来像を示してまいります。それは成長への飽くなき挑戦を続ける当社

の基本姿勢であります。株主への利益配分に関しましても、長期的には連結純利益の３０％を

見据えて、安定配当を維持しながら連結純利益の状況に応じて配当額の向上に取り組んでまい

ります。現時点では継続して事業の拡大投資を進めており、Ｍ＆Ａのための資金需要も旺盛な

ため、連結純利益の１５％程度（前年度中間配当より１５％）を配当原資の目安としておりま

す。また内部留保金については経営体質の一層の強化と事業拡大投資に活用し、収益向上に取

り組んでまいります。 

  [前年度中間配当から増配のお知らせ] 

  当年度中間配当は期初予定の通り、前年度中間配当に比べて５円増配の一株につき２５円と

して実施させていただきます。 

 

（４）事業等のリスク 

 当中間連結会計期間末において当社が認識している事業等のリスクは以下の通りであります。 

①主要顧客グループへの集中 

②コンピュータ産業及びデジタル家電産業への依存 

③販売価格下落のリスク 

④当社グループ外の部品供給元にかかるリスク 

⑤競合 

⑥新製品開発リスク 

⑦社会的信用リスク 

⑧偶発的リスク 

⑨Ｍ＆Ａにかかるリスク 

⑩業務拡大による管理運営リスク 

⑪訴訟にかかるリスク 

⑫為替リスク  

⑬管理会計において米国会計基準による財務情報を利用していないことに伴うリスク 

⑭海外（生産）拠点にかかるリスク 

⑮環境規制にかかるリスク 

⑯当社社長である永守重信（氏）への依存 

⑰有資格者の採用・保持 

 

 上記に掲げた項目は、平成１９年６月２５日提出の当社有価証券報告書において掲げてい

る項目と同じであり、かつ内容に重要な変更はございません。 
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２．企業集団の状況 
 
 日本電産グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社 126 社、関連会社４社で構成されております。 

 当社グループは駆動技術製品、即ち各種モータを中心とした「回るもの、動くもの」の分野とそれに関連する応用製品、

設備、部品、材料といった分野に特化した経営を基本方針としており、精密小型モータ、中型モータ、機器装置、電子・

光学部品、自動車部品等の製造・販売を主な事業内容とし、更に各事業に関連する物流・その他のサービスなどの事業活

動を国内外において展開しております。 

 当社グループの主要な事業の内容に係る当社及び主要な連結子会社の位置づけは次のとおりであります。 

主要な事業の内容 生産・販売の別 主要な会社 

ＨＤＤ用スピンド
ルモータ 

生産 当社、タイ日本電産㈱、フィリピン日本電産㈱、フィリピン日本電産スービッ
ク㈱、日本電産（浙江）有限公司、シンガポール日本電産㈱ 

 

精密小型ＤＣ 
モータ 

生産 日本電産(大連)有限公司、日本電産(東莞)有限公司、日本電産サンキョー㈱、
シンガポール日本電産サンキョー㈱、日本電産三協（香港）有限公司、日本サ
ーボ㈱ 

 精密小型ファン 生産 日本電産(大連)有限公司、日本電産(東莞)有限公司、ベトナム日本電産会社、
日本サーボ㈱ 

 振動モータ 生産 日本電産コパル㈱、日本電産コパル・ベトナム会社 

 部材料 生産 タイ日本電産㈱、フィリピン日本電産㈱、フィリピン日本電産スービック㈱、
日本電産（浙江）有限公司、タイ日本電産精密㈱、フィリピン日本電産精密㈱、
インドネシア日本電産㈱、ブリリアントマニュファクチャリング㈱、ブリリア
ントプレシジョン㈱（タイ） 

上記精密小型モータ 販売 

 

当社、シンガポール日本電産㈱、日本電産（香港）有限公司、台湾日電産股 

ｲ分有限公司、日電産（上海）国際貿易有限公司、タイ日本電産㈱、フィリピ
ン日本電産㈱、日本電産(大連)有限公司、日本電産(東莞)有限公司、日本電産
コパル㈱、日本電産コパル電子㈱、日本電産サンキョー㈱、シンガポール日本
電産サンキョー㈱、日本電産三協（香港）有限公司、ブリリアントマニュファ
クチャリング㈱、日本サーボ㈱、ジャパンサーボモーターズシンガポール社 

 家電用・産業用 
中型モータ 

生産 日本電産シバウラ㈱、日本電産パワーモータ㈱、日本電産シバウラ（浙江）有
限公司、日本電産シバウラエレクトロニクス・タイランド㈱、日本電産パワー
モータ（浙江）有限公司 

 車載用中型モータ 生産 当社、日本電産自動車モータ（浙江）有限公司、ドイツ日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱ
ｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ、メキシコ日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ 

上記中型モータ 販売 当社、欧州日本電産、日本電産シバウラ㈱、日本電産パワーモータ㈱、日本電
産シバウラ（浙江）有限公司、日本電産シバウラエレクトロニクス・タイラン
ド㈱、日本電産パワーモータ（浙江）有限公司、ドイツ日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱ
ｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ、メキシコ日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ 

 変減速機 生産 日本電産シンポ㈱、日本電産新宝（浙江）有限公司 

 ＦＡ関連機器 生産 日本電産サンキョー㈱、日本電産コパル㈱、日本電産シンポ㈱、日本電産トー
ソク㈱、日本電産キョーリ㈱、日本電産リード㈱、日本電産マシナリー㈱、日
本電産新宝（浙江）有限公司、日本電産機器装置（浙江）有限公司 

上記機器装置 販売 日本電産サンキョー㈱、日本電産コパル㈱、日本電産シンポ㈱、日本電産トー
ソク㈱、日本電産キョーリ㈱、日本電産リード㈱、日本電産三協（香港）有限
公司 

 電子部品 生産 日本電産コパル㈱、日本電産コパル電子㈱、日本電科宝(浙江)有限公司、フジ
ソク㈱ 

 光学部品 生産 日本電産コパル㈱、日本電産サンキョー㈱、日本電産ニッシン㈱、日本電産コ
パル精密部品㈱、日本電産コパル・タイランド㈱、日本電科宝(浙江)有限公司、
日本電産三協（福州）有限公司 

上記電子・光学部品 販売 

 

日本電産コパル㈱、日本電産サンキョー㈱、日本電産コパル電子㈱、日本電産
ニッシン㈱、日本電産コパル・タイランド㈱、日本電科宝(浙江)有限公司、日
本電産科寶（香港）有限公司、科宝光電機器（上海）有限公司、フジソク㈱ 

ピボットアッセンブリ 生産・販売 シンガポール日本電産㈱、インドネシア日本電産㈱ 

オルゴール 生産・販売 日本電産サンキョー商事㈱ 

自動車部品 生産 日本電産トーソク㈱、日本電産トーソクベトナム会社 

 販売 日本電産トーソク㈱ 

サービス サービス他 日本電産総合サービス㈱、日本電産ロジスティック㈱ 
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当社は、米国会計基準に準拠して連結財務諸表を作成しており、関係会社の範囲についても米国会計基準の定義に基づい

ております。事業の種類別セグメントの区分に関しては、SFAS 第 131 号「企業のセグメントおよび関連情報に関する開

示」に準拠して、最高意思決定者が業務上の意思決定及び業績評価に用いている区分をオペレーティング・セグメントと

し、経済的特徴の類似性を検討し、数量的基準を満たしたものを報告対象セグメントとしており、16 の個別セグメント

とその他により構成されております。 

 各セグメントの内容は次のとおりであります。なお、平成 18 年 12 月に仏国・ヴァレオ社のモータ＆アクチュエータ事

業を取得したことを受け「日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ」を、平成 19 年４月に日本サーボ㈱の議決権の過半数

を取得したことを受け「日本サーボ」を、当期より新たに報告対象セグメントとしております。 

 

オペレーティング・ 

セグメントの単位 
オペレーティング・セグメントの内容 

① 日本電産 
日本電産㈱（日本）から構成され、主にＨＤＤ用モータ、ＤＣモータ、ファン及び中型モ

ータの製造販売を行っております。 

② タイ日本電産 
タイの子会社であるタイ日本電産㈱及びタイ日本電産精密㈱から構成され、主にＨＤＤ用

モータの製造販売を行っております。 

③ 日本電産（浙江） 
中国の子会社である日本電産（浙江）有限公司から構成され、主にＨＤＤ用モータの製造

販売を行っております。 

④ 日本電産（大連） 
中国の子会社である日本電産（大連）有限公司から構成され、主にＤＣモータとファンの

製造販売を行っております。 

⑤ シンガポール日本電産 
シンガポールの子会社であるシンガポール日本電産㈱から構成され、主にＨＤＤ用モータ

とピボットアッセンブリの製造販売、ＤＣモータ及びファンの販売を行っております。 

⑥ 日本電産（香港） 
香港の子会社である日本電産（香港）有限公司から構成され、主にＨＤＤ用モータ、ＤＣ

モータ及びファンの販売を行っております。 

⑦ フィリピン日本電産 
フィリピンの子会社であるフィリピン日本電産㈱及びフィリピン日本電産精密㈱から構

成され、主にＨＤＤ用モータの製造販売を行っております。 

⑧ 日本電産サンキョー 
日本の子会社である日本電産サンキョー㈱から構成され、主にＤＣモータや機器装置、電

子・光学部品の製造販売を行っております。 

⑨ 日本電産コパル 
日本の子会社である日本電産コパル㈱から構成され、主に電子・光学部品や機器装置の製

造販売を行っております。 

⑩ 日本電産トーソク 
日本の子会社である日本電産トーソク㈱から構成され、主に自動車部品と機器装置の製造

販売を行っております。 

⑪ 日本電産コパル電子 
日本の子会社である日本電産コパル電子㈱から構成され、主に電子部品の製造販売を行っ

ております。 

⑫ 日本サーボ 
日本の子会社である日本サーボ㈱から構成され、主にＤＣモータ、ファン及びその他小型

モータの製造販売を行っております。 

⑬ 日本電産シバウラ 
日本の子会社である日本電産シバウラ㈱から構成され、主に中型モータの製造販売を行っ

ております。 

⑭ 日本電産シンポ 
日本の子会社である日本電産シンポ㈱から構成され、主に変減速機や計測機器、工芸機器

の製造販売を行っております。 

⑮ 日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ 

ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ 

ﾄﾞｲﾂ日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞをはじめとするヨーロッパ・北米の子会社から構成

され、主に車載用モータの製造販売を行っております。 

⑯ 日本電産ニッシン 
日本の子会社である日本電産ニッシン㈱から構成され、主に光学部品の製造販売を行って

おります。 

⑰ その他 重要性に乏しいため、報告対象とならないセグメントにより構成されております。 
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〔事業系統図〕 
（精密小型モータ）[ＨＤＤ用スピンドルモータ] 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（精密小型モータ）[精密小型 DC モータ・ファン・振動モータ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中型モータ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部材料製造会社 

タイ日本電産精密㈱、フィリピン日本電産精密㈱、 

インドネシア日本電産㈱ 

製造会社 

タイ日本電産㈱、フィリピン日本電産㈱、フィリピン日本電産スービック㈱、日本電産（浙江）有限公司 

日  本  電  産  株  式  会  社

製造・販売会社 

シンガポール日本電産㈱ 

販売会社 

日本電産（香港）有限公司 

得          意          先 

部 材 料

部材料

部材料 
製 品 製 品 製 品

製 品

製造会社 

日本電産(大連)有限公司、日本電産(東莞) 

有限公司 

日 本 電 産 株 式 会 社

得          意          先 

部材料

製 品

製 品

販売会社 

日本電産（香港）有限公司、台湾日電産股ｲ分有限

公司、シンガポール日本電産㈱、日電産（上海）国

際貿易有限公司 

製造会社 

ベトナム日本電産 

会社 

部材料製 品

製造・販売会社 

日本電産コパル㈱ 

製造・販売会社 

日本電産コパル 

電子㈱ 

製造・販売会社 

日本電産サンキョ

ー㈱、シンガポー

ル日本電産サンキ

ョー㈱、日本電産

三協（香港）有限

公司 

製 品

製 品

製造・販売会社 

日本電産コパル・ 

ベトナム会社 

得          意          先 

製造会社 

日本電産自動車モータ（浙江）

有限公司（車載用モータ） 

日 本 電 産 株 式 会 社 

販売会社 

欧州日本電産 

製造・販売会社 

日本電産シバウラ（浙江）有限公司、 

日本電産シバウラエレクトロニクス・ 

タイランド㈱（家電用・産業用モータ）

製造・販売会社 

日本電産シバウラ㈱ 

（家電用・産業用モータ）

製造・販売会社 

日本電産パワーモー

タ㈱(家電用・産業用

モータ) 

製造・販売会社 

日本電産パワーモータ 

（浙江）有限公司(家電用

・産業用モータ) 

製 品 製 品

製 品部材料 製 品部材料
製 品部材料

製 品

製 品

製造・販売会社 

ﾄﾞｲﾂ日本電産ﾓ

ｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸ

ﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ､ﾒｷｼｺ

日本電産ﾓｰﾀｰ

ｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴ

ｰﾀｰｽﾞ 

（車載用ﾓｰﾀ） 

部材料製造会社 

ブリリアント マニュファクチャリング㈱ 

ブリリアント プレシジョン㈱（タイ） 

部材料

製造・販売会社 

日本サーボ㈱・ｼﾞｬﾊﾟﾝｻｰ

ﾎﾞﾓｰﾀｰｽﾞｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ社 
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（機器装置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（電子・光学部品） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（その他） 

 

得          意          先 

製造会社 

日本電産コパル精密㈱

（光学部品） 

販売会社 

日本電産科寶（香港）有限

公司、科宝光電機器（上海）

有限公司（電子・光学部品） 

製造会社 

日本電科宝(浙江)有限公司 

（電子・光学部品）、日本電産 

コパル・タイランド㈱（光学部品） 

製造・販売会社 

日本電産コパル

㈱（電子・光学

部品） 

製造会社 

日本電産三協（福州）

有限公司（光学部品） 

製 品

製 品 

製 品部材料

製 品 
部材料 

製 品 製 品

製造・販売会社

日本電産コパ

ル電子㈱ 

（電子部品） 

製 品

製造・販売会社 

日本電産サンキョ

ー㈱（光学部品） 

製造・販売会社 

日本電産ニッシン㈱

（光学部品） 

製 品

部材料

得          意          先 

製造・販売会社 

日本電産シンポ㈱ 

製造会社 

日本電産新宝（浙江）

有限公司 

製 品

製造・販売会社 

日本電産サンキョー㈱ 

製造・販売会社 

日本電産コパル㈱ 

製 品

販売会社 

日本電産三協（香港）

有限公司 

製 品

製造・販売会社 

日本電産トーソク㈱ 

日本電産キョーリ㈱ 

日本電産リード㈱ 

製造会社 

日本電産機器装置 

（浙江）有限公司 

部材料

製造・販売会社 

日本電産マシナリー㈱ 

（グループ向けＦＡ機器設

計・製作・販売） 

製 品 部材料

得          意          先 

製造・販売会社 

シンガポール日本電産㈱ 

（ピボットアッセンブリ）

部材料製造会社 

インドネシア日本電産㈱ 

（ピボットアッセンブリ）

製 品 部材料

製造・販売会社 

日本電産トーソク㈱ 

（自動車部品） 

製造会社 

日本電産トーソクベトナム

会社（自動車部品） 

製 品部材料

製 品
部材料

製造会社 

日本電産サンキョー

商事㈱ 

（オルゴール） 

サービス会社 

日本電産総合サービス㈱ 

（グループ会社・グループ 

従業員向けサービス） 

日本電産ロジスティック㈱ 

（運送業） 

製造・販売会社 

フジソク㈱ 

（電子部品） 
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３．経営方針 
 

平成１９年３月期決算短信（平成１９年４月２５日開示）により、開示を行った内容から重要な

変更が無いため開示を省略いたします。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 

【当社ホームページ】 

http://www.nidec.co.jp/ir/lib/lib_2.html 

 

【東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）】 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
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４.連結財務諸表等 

比 較 連 結 貸 借 対 照 表

増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

79,344 88,784 △9,440 76,107 

18,580 17,318 1,262 18,415 

166,463 147,014 19,449 137,094 

製 品 31,096 26,960 4,136 26,481 

原 材 料 18,717 17,324 1,393 15,729 

仕 掛 品 16,906 16,405 501 16,804 

仕 掛 設 備 1,280 1,212 68 1,125 

貯 蔵 品 2,346 2,407 △61 3,191 

19,534 21,238 △1,704 16,077 

354,266 51.7 338,662 51.1 15,604 311,023 54.0 

21,175 21,805 △630 21,059 

2,190 2,194 △4 2,842 

23,365 3.4 23,999 3.6 △634 23,901 4.2 

40,561 38,289 2,272 36,183 

112,701 103,325 9,376 90,491 

281,236 258,970 22,266 217,433 

11,385 13,717 △2,332 14,389 

445,883 65.1 414,301 62.5 31,582 358,496 62.3 

△234,474 △34.2 △207,059 △31.2 △27,415 △173,024 △30.1 

211,409 30.9 207,242 31.3 4,167 185,472 32.2 

71,573 10.4 67,780 10.2 3,793 45,568 7.9 

24,399 3.6 24,940 3.8 △541 9,744 1.7 

685,012 100.0 662,623 100.0 22,389 575,708 100.0 資　　産　　合　　計

そ の 他 の 固 定 資 産

当 中 間 期

（平成19年９月30日）

そ の 他 の 流 動 資 産

売 掛 金

受 取 手 形

営 業 権

減 価 償 却 累 計 額 ＜ 控 除 ＞

有 形 固 定 資 産 合 計

（平成19年３月31日）

前　　期

土 地

機 械 及 び 装 置

（資　産　の　部）

科　　　　　　　　目

流 動 資 産

投 資 及 び 貸 付 金

現 金 及 び 現 金 同 等 物

棚 卸 資 産

（平成18年９月30日）

前 中 間 期

小　　　　　　　　　計　

流 動 資 産 合 計

有価証券及びその他の投資有価証券

関連会社に対する投資及び貸付金

有 形 固 定 資 産

建 物

投 資 及 び 貸 付 金 合 計

建 設 仮 勘 定

 13
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増減金額

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

71,377 78,848 △7,471 28,895 

3,159 3,216 △57 2,859 

127,446 117,665 9,781 115,854 

32,440 35,640 △3,200 28,994 

234,422 34.2 235,369 35.6 △947 176,602 30.7 

31,134 31,560 △426 31,177 

15,305 13,013 2,292 9,448 

12,371 11,212 1,159 9,934 

58,810 8.6 55,785 8.4 3,025 50,559 8.8 

293,232 42.8 291,154 44.0 2,078 227,161 39.5 

70,256 10.3 66,453 10.0 3,803 66,765 11.6 

66,248 9.7 65,868 9.9 380 65,692 11.4 

68,859 10.1 68,469 10.3 390 68,288 11.9 

176,232 25.7 160,480 24.2 15,752 144,218 25.0 

6,979 6,874 105 502 

3,238 3,324 △86 3,443 

-  -  -  △115 

243 263 △20 -  

10,460 1.4 10,461 1.6 △1 3,830 0.6 

△275 △0.0 △262 △0.0 △13 △246 △0.0 

321,524 46.9 305,016 46.0 16,508 281,782 48.9 

685,012 100.0 662,623 100.0 22,389 575,708 100.0 

最 小 年 金 債 務 調 整 額

長 期 債 務

流 動 負 債 合 計

前 中 間 期

（平成19年９月30日） （平成19年３月31日） （平成18年９月30日）

当 中 間 期 前　　期

科　　　　　　　　目

（負　債　の　部）

負債、少数株主持分及び資本合計

固 定 負 債 合 計

計

（資　本　の　部）

年 金 債 務 調 整 額

資　　本　　合　　計

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他 の 包 括 利 益 （ △ 損 失 ） 累 計 額

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益
＜ 組 替 修 正 考 慮 後 ＞

未 払 退 職 ・ 年 金 費 用

外 貨 換 算 調 整 額

負　　債　　合　　計

そ の 他 の 固 定 負 債

少 数 株 主 持 分

流 動 負 債

固 定 負 債

短 期 借 入 金

１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 債 務

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

そ の 他 の 流 動 負 債
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金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減額 増減率 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

362,701 100.0 299,837 100.0 62,864 21.0 629,667 100.0 

286,552 79.0 230,075 76.7 56,477 24.5 486,627 77.3 

26,945 7.4 22,028 7.4 4,917 22.3 46,276 7.3 

15,128 4.2 15,688 5.2 △560 △3.6 32,755 5.2 

328,625 90.6 267,791 89.3 60,834 22.7 565,658 89.8 

34,076 9.4 32,046 10.7 2,030 6.3 64,009 10.2 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,541 1,264 277 2,565 

支 払 利 息 △1,521 △996 △525 △2,022 

為 替 差 損 益 ＜ 純 額 ＞ △1,742 695 △2,437 1,757 

有 価 証 券 関 連 損 益 ＜ 純 額 ＞ 119 253 △134 943 

そ の 他 ＜ 純 額 ＞ △967 △601 △366 △1,657 

△2,570 △0.7 615 0.2 △3,185 -   1,586 0.2 

31,506 8.7 32,661 10.9 △1,155 △3.5 65,595 10.4 

△8,223 △2.3 △7,107 △2.4 △1,116 15.7 △17,460 △2.8 

23,283 6.4 25,554 8.5 △2,271 △8.9 48,135 7.6 

少 数 株 主 持 分 損 益 （ 控 除 ） 2,901 0.8 4,785 1.6 △1,884 △39.4 8,130 1.3 

持 分 法 投 資 損 失 （ △ 利 益 ） 25 0.0 △7 △0.0 32 -   73 0.0 

20,357 5.6 20,776 6.9 △419 △2.0 39,932 6.3 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価 並 び に
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 合 計

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 ( △ ) 合 計

法 人 税 等

研 究 開 発 費

営 業 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 （ △ ）

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

少 数 株 主 持 分 損 益 及 び 持 分 法
投 資 損 益 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

前　中　間　期

平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで
科　　　　　　　　目

平成18年４月１日から

前期（通算）

平成19年３月31日まで

比 較 連 結 損 益 計 算 書

増　　減

当　中　間　期

平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで
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日本電産㈱ (6594) 平成20年３月期　中間決算短信

当中間期（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

144,780,492 65,868 68,469 160,480 10,461 △262 305,016 

△987 △987 

20,357 20,357 

外 貨 換 算 調 整 額 105 105 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益
＜ 組 替 修 正 考 慮 後 ＞

△86 △86 

年 金 債 務 調 整 額 △20 △20 

20,356 

△3,618 △3,618 

207,000 380 390 770 

△13 △13 

144,987,492 66,248 68,859 176,232 10,460 △275 321,524 

　　　FIN第48号の適用の結果、期首剰余金は987百万円減少しました。

前中間期（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

144,661,292 65,649 68,240 126,334 3,673 △237 263,659 

20,776 20,776 

外 貨 換 算 調 整 額 577 577 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益
＜ 組 替 修 正 考 慮 後 ＞

△420 △420 

最 小 年 金 債 務 調 整 額 － － 

20,933 

△2,892 △2,892 

23,600 43 52 95 

△4 △4 

△9 △9 

144,684,892 65,692 68,288 144,218 3,830 △246 281,782 

前期（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

144,661,292 65,649 68,240 126,334 3,673 △237 263,659 

39,932 39,932 

外 貨 換 算 調 整 額 6,949 6,949 

未 実 現 有 価 証 券 評 価 損 益
＜ 組 替 修 正 考 慮 後 ＞

△539 △539 

最 小 年 金 債 務 調 整 額 △25 △25 

46,317 

403 403 

合 計 46,720 

△5,786 △5,786 

119,200 219 234 453 

△5 △5 

△25 △25 

144,780,492 65,868 68,469 160,480 10,461 △262 305,016 

自 己 株 式 の 買 入

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 権 利 行 使

新 株 発 行 に よ る 変 動

包 括 利 益 合 計

SFAS 第 158 号 適 用 の 調 整 額
＜ 税 効 果 考 慮 後 ＞

配 当 金 支 払 額

平 成 18 年 ３ 月 31 日 現 在

包 括 利 益

当 期 純 利 益

そ の 他 の 包 括 利 益 （ △ 損 失 ）

利益剰余金
その他の包括
利益累計額

自己株式 合　　計項　　　　　　　　　　目 株式数 資本金 資本剰余金

配 当 金 支 払 額

自 己 株 式 の 買 入

包 括 利 益

中 間 純 利 益

そ の 他 の 包 括 利 益 （ △ 損 失 ）

包 括 利 益 合 計

平 成 18 年 ９ 月 30 日 残 高

新 株 発 行 に よ る 変 動

ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 権 利 行 使

平 成 18 年 ３ 月 31 日 現 在

株式数 資本金

（注）当社はFIN第48号「法人所得税における不確実性に関する会計（Accounting for Uncertainty in Income Taxes）」を適用しました。

利益剰余金項　　　　　　　　　　目 自己株式

自 己 株 式 の 買 入

平 成 19 年 ９ 月 30 日 残 高

その他の包括
利益累計額

合　　計資本剰余金

中 間 純 利 益

そ の 他 の 包 括 利 益 （ △ 損 失 ）

平 成 19 年 ３ 月 31 日 現 在

包 括 利 益

FIN第48号適用による累積的影響額

包 括 利 益 合 計

ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 権 利 行 使

配 当 金 支 払 額

連 結 株 主 持 分 計 算 書

資本金 資本剰余金 利益剰余金
その他の包括
利益累計額

自己株式 合　　計項　　　　　　　　　　目 株式数
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連結キャッシュフロー計算書

（単位：百万円）

当中間期 前年中間期 前 期

　　　　　　連結会計期間 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日 自平成18年４月１日

科 目 至平成19年９月30日 至平成18年９月30日 至平成19年３月31日

金　額 金　額 金　額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

中間（当期）純利益 20,357 20,776 △419 39,932 

営業活動による純現金収入との調整

減価償却費及びその他の償却費 18,835 13,907 4,928 30,687 

有価証券関連損益 △119 △253 134 △943 

固定資産売却損、除却損及び減損損失 786 306 480 1,737 

少数株主持分損益 2,901 4,785 △1,884 8,130 

持分法投資損益 25 △7 32 73 

為替換算調整 314 △132 446 368 

資産負債の増減

売上債権の増加 △10,206 △11,263 1,057 △10,414 

棚卸資産の減少（△増加） △1,443 △3,360 1,917 1,805 

仕入債務の増加（△減少） 4,757 6,422 △1,665 △4,223 

その他 1,132 △1,551 2,683 △2,429 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー　計 37,339 29,630 7,709 64,723 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19,722 △22,144 2,422 △39,144 

有形固定資産の売却による収入 131 565 △434 1,089 

有価証券の取得による支出 △5 △1 △4 △4 

有価証券の売却による収入 2,030 378 1,652 1,071 

関連会社株式の売却による収入 － 774 △774 774 

新規連結子会社株式の取得に伴う支出 △2,618 － △2,618 △25,322 

連結子会社への追加投資による支出 △5,594 △2,327 △3,267 △16,588 

子会社株式の売却による収入 － － － 135 

その他 △643 △1,404 761 △946 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー　計 △26,421 △24,159 △2,262 △78,935 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額（△純減少額） △13,864 △14,629 765 22,649 

長期債務の返済 △2,142 △3,431 1,289 △6,696 

新株発行による調達額 761 87 674 438 

配当金支払額 △3,618 △2,892 △726 △5,786 

その他 △934 △832 △102 △1,662 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー　計 △19,797 △21,697 1,900 8,943 

△561 254 △815 1,974 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △9,440 △15,972 6,532 △3,295 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 88,784 92,079 △3,295 92,079 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 79,344 76,107 3,237 88,784 

対前年中間期
増減金額

Ⅳ．為替相場変動の現金及び現金同等物に
　　対する影響額

日本電産㈱ (6594) 平成20年３月期 中間決算短信
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数               126社 
 
２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社数       ４社 
 
３．連結の範囲の変更＜前期末平成19年３月31日比の異動状況＞ 

連結子会社数の増加      ９社 
連結子会社数の減少      －社 

 
４．持分法の適用の範囲の変更＜前期末平成19年３月31日比の異動状況＞ 

持分法適用会社数の増加    －社 
持分法適用会社数の減少    －社 

 
主要な会計方針 

当社及び当社の国内子会社は、日本会計基準に従って会計帳簿を保持し、中間財務諸表を作成
しております。また、当社の海外子会社は、その子会社の所在国において一般に公正妥当と認め
られる会計原則に従っております。中間連結財務諸表においては、米国会計基準に適合するため
に、特定の修正および組替えを反映することにより、米国で一般に公正妥当と認められた会計原
則（会計調査公報（ARB）、会計原則審議会意見書（APB）、財務会計基準書（SFAS）等、以下
「米国会計基準」）に準拠しております。 

 
①有形固定資産 
有形固定資産は取得原価で表示しております。重要な更新及び改良の為の支出は資産計上し

ており、少額の取替、維持及び修理の為の支出は、発生時の費用として処理しております。有
形固定資産の減価償却については、当社、当社の国内子会社及びＨＤＤ用モータを生産してい
るタイの子会社においては主に定率法によっております。 

（追加情報） 
当社及び国内子会社の機械及び装置の残存価額の見積りについて、従来の取得価額の５％

から、備忘価額に変更しています。これは資産処分時において取得価額の５％分の再売却価
額や処分価値が認められないためであります。この見積りの変更による当中間連結会計期間
の影響は軽微であります。 

 
②法人税 
平成 18 年６月、米国財務会計基準審議会（FASB）は FIN 第 48 号「法人所得税における不

確実性に関する会計－SFAS 第 109 号の解釈（Accounting for Uncertainty in Income Taxes-an 
Interpretation of FASB Statement No.109）」を発行しております。FIN 第 48 号は、税務申告
において採用するあるいは将来採用するであろう税務上の見解について、連結財務諸表上での
認識基準及び測定方法を規定することにより、連結財務諸表上で認識される法人税等の不確実
性の会計処理を明確にしております。また、この FIN 第 48 号は、認識の中止、計上区分、利
息や課徴金、期中の会計処理、開示及び移行措置の指針についても示しております。 

 
なお、上記の有形固定資産、法人税以外は、最近の有価証券報告書（平成 19 年６月 25 日提出）

における記載から重要な変更がないため開示を省略します。 
 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

平成 18 年６月、米国財務会計基準審議会（FASB）は FIN 第 48 号「法人所得税における不
確実性に関する会計－SFAS 第 109 号の解釈（Accounting for Uncertainty in Income Taxes-an 
Interpretation of FASB Statement No.109）」を発行しております。FIN 第 48 号は、税務申告
において採用するあるいは将来採用するであろう税務上の見解について、連結財務諸表上での
認識基準及び測定方法を規定することにより、連結財務諸表上で認識される法人税等の不確実
性の会計処理を明確にしております。また、この FIN 第 48 号は、認識の中止、計上区分、利
息や課徴金、期中の会計処理、開示及び移行措置の指針についても示しております。当期に FIN
第 48 号を適用した結果、累積的影響額として期首の利益剰余金が 987 百万円減少しておりま
す。 

 



セ　グ　メ　ン　ト　情　報

オペレーティング・セグメント情報

（単位：百万円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 比率

％ ％ ％

日本電産 95,759 15.6 89,035 17.1 6,724 7.6 

タイ日本電産 58,513 9.6 40,232 7.7 18,281 45.4 

日本電産（浙江） 12,135 2.0 9,893 1.9 2,242 22.7 

日本電産（大連） 26,240 4.3 26,283 5.1 △ 43 △0.2 

シンガポール日本電産 21,976 3.6 27,350 5.3 △ 5,374 △19.6 

日本電産（香港） 21,000 3.4 17,936 3.4 3,064 17.1 

フィリピン日本電産 24,685 4.0 22,599 4.3 2,086 9.2 

日本電産サンキョー 34,704 5.7 41,936 8.1 △ 7,232 △17.2 

日本電産コパル 34,835 5.7 34,837 6.7 △ 2 △0.0 

日本電産トーソク 12,281 2.0 11,087 2.1 1,194 10.8 

日本電産コパル電子 12,163 2.0 11,759 2.3 404 3.4 

日本サーボ 13,887 2.3 － － 13,887 － 

日本電産シバウラ 10,461 1.7 8,804 1.7 1,657 18.8 

日本電産シンポ 6,721 1.1 6,454 1.2 267 4.1 

日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ 18,734 3.1 － － 18,734 － 

日本電産ニッシン 5,613 0.9 5,617 1.1 △ 4 △0.1 

その他 202,872 33.0 166,103 32.0 36,769 22.1 

小　　計 612,579 100.0 519,925 100.0 92,654 17.8 

調整及び消去 △ 249,878 － △ 220,088 － △ 29,790 － 

連　結 362,701 － 299,837 － 62,864 21.0 

％ ％ ％

日本電産 6,937 19.5 5,627 17.5 1,310 23.3 

タイ日本電産 4,926 13.8 5,291 16.4 △ 365 △6.9 

日本電産（浙江） 725 2.0 32 0.1 693 － 

日本電産（大連） 2,661 7.5 2,132 6.6 529 24.8 

シンガポール日本電産 627 1.8 821 2.5 △ 194 △23.6 

日本電産（香港） 271 0.8 185 0.6 86 46.5 

フィリピン日本電産 2,376 6.7 1,634 5.1 742 45.4 

日本電産サンキョー 2,114 5.9 4,796 14.9 △ 2,682 △55.9 

日本電産コパル 1,608 4.5 1,643 5.1 △ 35 △2.1 

日本電産トーソク 710 2.0 760 2.4 △ 50 △6.6 

日本電産コパル電子 1,466 4.1 1,576 4.9 △ 110 △7.0 

日本サーボ 266 0.7 － － 266 － 

日本電産シバウラ △ 4 △0.0 33 0.1 △ 37 － 

日本電産シンポ 578 1.6 579 1.8 △ 1 △0.2 

日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ 132 0.4 － － 132 － 

日本電産ニッシン 245 0.7 252 0.8 △ 7 △2.8 

その他 9,980 28.0 6,869 21.2 3,111 45.3 

小　　計 35,618 100.0 32,230 100.0 3,388 10.5 

調整及び消去 △ 1,542 － △ 184 － △ 1,358 － 

連　結 34,076 － 32,046 － 2,030 6.3 

（注）１．オペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、その営業損益が

　　　　　マネジメントによって経営資源の配分の決定及び業績の評価に定期的に使用されているものです。

　　　２．セグメント別損益は、そのセグメントの所在国の会計原則に基づいて作成されています。

　　　３．平成18年12月に仏国・ヴァレオ社のモータ&アクチュエータ事業を取得したことを受け「日本電産ﾓｰﾀｰｽﾞ ｱﾝﾄﾞ 

　　　　　ｱｸﾁｭｴｰﾀｰｽﾞ」を、平成19年４月に日本サーボ㈱の議決権の過半数を取得したことを受け「日本サーボ」を、

　　　　　当期より新たに報告対象セグメントとしております。

利

益

平成18年９月30日まで

売

上

営

オペレーティング・セグメント

業

日本電産㈱ (6594) 平成20年３月期 中間決算短信

高

前年同期増減

当　中　間　期

平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで

前　中　間　期

平成18年４月１日から
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日本電産㈱ (6594) 平成20年３月期　中間決算短信

　有価証券及びその他投資有価証券は、負債証券及び持分証券を含んでおり、その取得価額、

未実現評価損益及び公正価値は次のとおりです。

（単位：百万円）

取得価額 未実現利益総額 未実現損失総額 公正価値

売却可能有価証券

持分証券 6,476 12,952 149 19,279

負債証券 - - - -

満期保有目的有価証券 100 - - 100

計 6,576 12,952 149 19,379

市場性のない有価証券

持分証券 1,796

（単位：百万円）

取得価額 未実現利益総額 未実現損失総額 公正価値

売却可能有価証券

持分証券 6,530 12,647 71 19,106

負債証券 - - - -

計 6,530 12,647 71 19,106

市場性のない有価証券

持分証券 1,953

（単位：百万円）

取得価額 未実現利益総額 未実現損失総額 公正価値

売却可能有価証券

持分証券 7,361 12,794 37 20,118

負債証券 - - - -

計 7,361 12,794 37 20,118

市場性のない有価証券

持分証券 1,687

市場性のある有価証券及びその他の有価証券

平成18年９月30日残高

平成19年３月31日残高

平成19年９月30日残高
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企業結合等関係 
当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 
被取得企業の名称 
１．日本サーボ株式会社（JSRV） 
 

被取得企業の事業の内容 
精密小型モータ及びその応用製品の製造、販売 
 
企業結合を行った主な理由 
当社及び JSRV の小型モータ事業に関して、経営資源を有効活用し、効率的な新製品開発と販
売機会の拡大等を達成することにより、両社のかかる事業の更なる成長・発展の実現を図り
ます。 
 
企業結合日 
平成 19 年４月 27 日 
 
企業結合の法的形式 
現金による株式の取得 
 
取得した議決権比率 
企業結合日では 51.7% 当中間連結会計期間末では 59.8％ 
 
被取得企業の取得原価及びその内訳、獲得株式数、のれんの金額 
企業結合日での取得の対価は、4,809 百万円（株式購入対価 4,733 百万円、付随費用 76 百
万円）で獲得株式数は 18,204,466 株、のれんの金額は 333 百万円となっております。 
当中間連結会計期間末での取得の対価は、6,329 百万円（株式購入対価 6,253 百万円、付随
費用 76 百万円）で獲得株式数は 21,061,466 株、のれんの金額は 1,135 百万円となってお
ります。 
（なお、上記には公開買付前所有株式の取得価額 0 百万円、株式数 1,466 株を含めており
ます） 

 
当社は SFAS 第 142 号「のれん及びその他の無形資産（Goodwill and Other Intangible Assets）」

を採用しております。のれんは、取得した事業の取得価額が当該事業の純財産額の公正価値を超
える部分に対して発生します。SFAS 第 142 号適用の結果、企業結合により発生したのれんは償却
せず、毎年減損の判定を行っております。もし、この判定で帳簿価額より公正価値が低くなる場
合には減損を認識します。 
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１株当たり情報 
基本的１株当たり中間（当期）純利益と希薄化後 1 株当たり中間（当期）純利益の間の調整は以

下のとおりであります。 
 
 （当中間連結会計期間） 

 中 間 純 利 益 加重平均株式数 1株当たり中間純利益

20,357 百万円 144,888 千株 140 円 50 銭

－百万円 4,073 千株 

基本的１株当たり純利益 

普通株主に配分される純利益 

潜在的普通株式の希薄化効果 

新株予約権 

希薄化後１株当たり純利益 
20,357 百万円 148,961 千株 136 円 66 銭

 
 (前中間連結会計期間) 

 中 間 純 利 益 加重平均株式数 1株当たり中間純利益

20,776 百万円 144,632 千株 143 円 65 銭

－百万円 4,212 千株 

基本的１株当たり純利益 

普通株主に配分される純利益 

潜在的普通株式の希薄化効果 

新株予約権 

希薄化後１株当たり純利益 
20,776 百万円 148,844 千株 139 円 59 銭

 
 （前連結会計期間） 

 当 期 純 利 益 加重平均株式数 1株当たり当期純利益

39,932 百万円 144,665 千株 276 円 03 銭

－百万円 4,196 千株 

基本的１株当たり純利益 

普通株主に配分される純利益 

潜在的普通株式の希薄化効果 

新株予約権 

希薄化後１株当たり純利益 
39,932 百万円 148,861 千株 268 円 25 銭

 
 
重要な後発事象 
該当はありません。 

 
 
リース取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等 
中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。 
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金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

190,527 100.0 154,018 100.0 36,509 23.7 

149,783 78.6 118,119 76.7 31,664 26.8 

14,234 7.5 10,812 7.0 3,422 31.7 

7,540 3.9 8,075 5.2 △535 △6.6 

171,557 90.0 137,006 88.9 34,551 25.2 

18,970 10.0 17,012 11.1 1,958 11.5 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 744 702 42 

支 払 利 息 △815 △510 △305 

為 替 差 損 益 ＜ 純 額 ＞ △4,112 1,639 △5,751 

有価証券関連損益＜純額＞ 92 45 47 

そ の 他 ＜ 純 額 ＞ △204 △255 51 

△4,295 △2.3 1,621 1.1 △5,916 

14,675 7.7 18,633 12.2 △3,958 △21.2 

△3,796 △2.0 △3,979 △2.6 183 △4.6 

10,879 5.7 14,654 9.6 △3,775 △25.8 

少数株主持分損益（控除） 1,638 0.8 2,732 1.8 △1,094 △40.0 

持分法投資損失（△利益） △0 △0.0 △5 △0.0 5 

9,241 4.9 11,927 7.8 △2,686 △22.5 

（当連結会計年度における各四半期業績の推移状況）

金　　額 百分比 金　　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％

172,174 100.0 190,527 100.0 

15,106 8.8 18,970 10.0 

16,831 9.8 14,675 7.7 

11,116 6.5 9,241 4.9 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価 並 び に
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 合 計

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 （ △ ） 合 計

法 人 税 等

研 究 開 発 費

営 業 利 益

当 期 純 利 益

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 （ △ ）

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 持 分 損 益 及 び
持 分 法 投 資 損 益 前 当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

前年第２四半期

平成18年７月１日から

平成18年９月30日まで
科　　　　　　　　目

当第２四半期

平成19年７月１日から

平成19年９月30日まで

平成20年３月期 中間決算補足資料

当 期 純 利 益

営 業 利 益

売 上 高

当第１四半期

科　　　　　　　　目
平成19年４月１日から

平成19年６月30日まで

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

当第２四半期

平成19年７月１日から

平成19年９月30日まで

増　　減
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　 ２．事業区分別売上高・営業損益情報

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日　至 平成19年９月30日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

中型モータ 機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 188,307 47,673 34,969 79,107 12,645 362,701 -  362,701 

事業区分間の内部売上高 677 120 4,562 248 2,148 7,755 (7,755) -  

計 188,984 47,793 39,531 79,355 14,793 370,456 (7,755) 362,701 

営業費用 166,034 46,710 34,010 73,390 14,138 334,282 (5,657) 328,625 

営業利益 22,950 1,083 5,521 5,965 655 36,174 (2,098) 34,076 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日） （単位：百万円）

精密小型
モータ

中型モータ 機器装置
電子・光学

部品
その他 計

消去又は
全社

連　結

売上高

外部顧客に対する売上高 152,501 22,285 43,730 68,514 12,807 299,837 -  299,837 

事業区分間の内部売上高 82 81 5,858 234 2,153 8,408 (8,408) -  

計 152,583 22,366 49,588 68,748 14,960 308,245 (8,408) 299,837 

営業費用 133,075 22,214 40,933 64,385 13,429 274,036 (6,245) 267,791 

営業利益 19,508 152 8,655 4,363 1,531 34,209 (2,163) 32,046 

（注）１．事業区分は製品の種類、性質、製造方法及び販売方法の類似性を考慮し区分しております。

　　　２．各事業の主要な製品

　　　　(1）精密小型モータ　………　精密小型ＤＣモータ（ハードディスク装置用スピンドルモータを含む）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　精密小型ファン、ブラシ付モータ、振動モータ

　　　　(2）中型モータ　……………　家電用モータ、自動車用モータ、産業用モータ

　　　　(3）機器装置　………………　変減速機、半導体製造装置、精密機器、ＦＡ機器

　　　　(4）電子・光学部品　………　電子部品、光学部品

　　　　(5）その他　…………………　自動車部品、ピボット・アッセンブリ、その他部品、サービス等
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３．所在地別売上高情報

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

日本 185,327 51.1% 167,080 55.7% 18,247 10.9%

アメリカ 10,603 2.9% 3,879 1.3% 6,724 173.3%

シンガポール 27,220 7.5% 32,424 10.8% △ 5,204 △16.0%

タイ 50,571 13.9% 35,246 11.8% 15,325 43.5%

フィリピン 6,489 1.8% 6,072 2.0% 417 6.9%

中国 22,102 6.1% 17,141 5.7% 4,961 28.9%

その他 60,389 16.7% 37,995 12.7% 22,394 58.9%

  合　計 362,701 100.0% 299,837 100.0% 62,864 21.0%

（注）当売上高は、売上元別（出荷元の所在地別）であり、内部取引相殺消去後の数値です。

４．地域別売上高情報

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

北米 16,981 4.7% 9,043 3.0% 7,938 87.8% 

アジア 213,507 58.8% 187,551 62.6% 25,956 13.8% 

その他 27,191 7.5% 10,550 3.5% 16,641 157.7% 

海外売上高合計 257,679 71.0% 207,144 69.1% 50,535 24.4% 

日本 105,022 29.0% 92,693 30.9% 12,329 13.3% 

　連結売上高 362,701 100.0% 299,837 100.0% 62,864 21.0% 

（注）当売上高は、客先の地域別であり、内部取引相殺消去後の数値です。

至 平成18年９月30日

前中間連結会計期間

自 平成18年４月１日 増　減

前中間連結会計期間

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

増　減

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日
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５．個別財務諸表

（１）中間貸借対照表　

科          目

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 増減

( 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流　動　資　産 128,417 34.7 120,741 39.3 125,211 35.0 3,206 

現 金 及 び 預 金 11,498 13,309 12,567 

受 取 手 形 709 1,136 868 

売 掛 金 46,470 46,123 46,388 

た な 卸 資 産 6,783 7,434 5,492 

繰 延 税 金 資 産 1,587 1,755 2,115 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 55,291 45,255 51,831 

未 収 入 金 6,155 6,115 6,914 

そ の 他 666 612 617 

貸 倒 引 当 金 △742 △998 △1,581 

Ⅱ 固　定　資　産 241,804 65.3 186,250 60.7 232,574 65.0 9,230 

有 形 固 定 資 産 (21,859) 5.9 (22,251) 7.3 (22,055) 6.2 △196 

建 物 9,291 9,492 9,519 

機 械 及 び 装 置 1,005 1,059 1,050 

土 地 9,484 9,484 9,484 

そ の 他 2,079 2,216 2,002 

無 形 固 定 資 産 (145) 0.0 (111) 0.0 (145) 0.0 0 

無 形 固 定 資 産 145 111 145 

投 資 そ の 他 の 資 産 (219,800) 59.4 (163,888) 53.4 (210,374) 58.8 9,426 

投 資 有 価 証 券 5,381 6,342 5,833 

関 係 会 社 株 式 180,976 140,595 171,754 

関 係 会 社 出 資 金 29,159 13,098 27,953 

繰 延 税 金 資 産 1,447 603 1,823 

そ の 他 3,343 3,798 3,537 

貸 倒 引 当 金 △506 △548 △526 

資 産 合 計 370,221 100.0 306,991 100.0 357,785 100.0 12,436 

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年３月31日）
対前期増減金額
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科          目

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 増減

( 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

Ⅰ 流　動　負　債 123,012 33.2 71,607 23.3 119,110 33.3 3,902 

支 払 手 形 142 115 73 

買 掛 金 31,511 30,560 28,938 

短 期 借 入 金 66,682 22,165 67,671 

賞 与 引 当 金 1,469 1,363 1,375 

役 員 賞 与 引 当 金 － 90 180 

そ の 他 23,208 17,314 20,873 

Ⅱ 固  定  負  債 29,193 7.9 30,318 9.9 29,670 8.3 △477 

社 債 27,170 27,331 27,251 

長 期 借 入 金 － 300 －

退 職 給 付 引 当 金 1,233 1,227 1,263 

そ の 他 790 1,460 1,156 

負 債 の 部 合 計 152,205 41.1 101,925 33.2 148,780 41.6 3,425 

( 純 資 産 の 部 ）

Ⅰ 株　主　資　本 217,446 58.7 204,018 66.5 208,115 58.2 9,331 

資　本　金 66,248 17.9 65,692 21.4 65,868 18.4 380 

資　本　剰　余　金 70,469 19.0 69,913 22.8 70,089 19.6 380 

資 本 準 備 金 70,469 69,913 70,089 

利　益　剰　余　金 81,004 21.9 68,659 22.4 72,420 20.3 8,584 

利 益 準 備 金 721 721 721 

別 途 積 立 金 63,650 56,150 56,150 

繰 越 利 益 剰 余 金 16,633 11,788 15,549 

自　己　株　式 △275 △0.1 △246 △0.1 △262 △0.1 △13 

Ⅱ 評　価　・　換　算　差　額　等 570 0.2 1,048 0.3 890 0.2 △320 

その他有価証券評価差額金 1,209 0.3 1,687 0.5 1,529 0.4 △320 

土地再評価差額金 △639 △0.1 △639 △0.2 △639 △0.2 0 

純 資 産 の 部 合 計 218,016 58.9 205,066 66.8 209,005 58.4 9,011 

  負 債 ・ 純 資 産 合 計 370,221 100.0 306,991 100.0 357,785 100.0 12,436 

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

対前期増減金額
前事業年度の

要約貸借対照表
（平成19年３月31日）
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（２）中間損益計算書

当中間期 前中間期 対 前 中 間 期 前    期

科          目 (19.4～19.9) (18.4～18.9) 増 減 金 額 増減率 (18.4～19.3)

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

Ⅰ 売 上 高 95,759 100.0 89,035 100.0 6,724 7.6 180,596 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 81,012 84.6 75,976 85.3 5,036 6.6 153,973 85.3 

売 上 総 利 益 14,747 15.4 13,059 14.7 1,688 12.9 26,623 14.7 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,810 8.2 7,432 8.4 378 5.1 15,382 8.5 

営業利益 6,937 7.2 5,627 6.3 1,310 23.3 11,241 6.2 

Ⅳ 営業外収益 9,044 9.5 7,993 9.0 1,051 13.1 16,304 9.1 

受 取 利 息 1,282 864 418 1,873 

受 取 配 当 金 7,315 6,248 1,067 12,337 

為 替 差 益 － 390 △390 1,062 

そ の 他 447 491 △44 1,032 

Ⅴ 営業外費用 2,413 2.5 832 0.9 1,581 190.0 2,339 1.3 

支 払 利 息 1,034 433 601 1,025 

為 替 差 損 1,135 － 1,135 － 

売 上 割 引 98 247 △149 356 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 47 △47 698 

そ の 他 146 105 41 260 

経常利益 13,568 14.2 12,788 14.4 780 6.1 25,206 14.0 

Ⅵ 特別利益 1,354 1.4 253 0.3 1,101 435.2 593 0.3 

固 定 資 産 売 却 益 2 3 △1 4 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 250 △250 589 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 493 － 493 － 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 859 － 859 － 

Ⅶ 特別損失 149 0.2 1,175 1.4 △1,026 △87.3 2,467 1.4 

固 定 資 産 処 分 損 16 17 △1 54 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 11 3 8 3 

関 係 会 社 株 式 売 却 損 120 － 120 － 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － 1,118 △1,118 1,118 

関 係 会 社 支 援 損 － － － 947 

過年度法人税延滞税、加算税等 － － － 308 

減 損 損 失 2 37 △35 37 

税引前中間（当期）純利益 14,773 15.4 11,866 13.3 2,907 24.5 23,332 12.9 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,443 1.5 2,585 2.9 △1,142 5,996 3.3 

過 年 度 法 人 税 等 － － － － － 2,850 1.6 

法 人 税 等 調 整 額 1,128 1.2 765 0.8 363 △684 △0.4 

中間（当期）純利益 12,202 12.7 8,516 9.6 3,686 43.3 15,170 8.4 
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  （３）中間株主資本等変動計算書
　　  　当中間会計期間（自平成19年４月1日　至平成19年９月30日） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年3月31日　　残高 65,868 70,089 721 56,150 15,549 △262 208,115 1,529 △639 209,005 

中間会計期間中の変動額

新株の発行 380 380 760 760 

剰余金の配当 △3,618 △3,618 △3,618 

別途積立金の積立 7,500 △7,500 － －

中間純利益 12,202 12,202 12,202 

自己株式の取得 △13 △13 △13 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

－ △320 △320 

中間会計期間中の変動額合計 380 380 － 7,500 1,084 △13 9,331 △320 － 9,011 

平成19年9月30日　　残高 66,248 70,469 721 63,650 16,633 △275 217,446 1,209 △639 218,016 

利益
準備金

資本金 資本
準備金

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

土地再評
価差額金
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　　  　前中間会計期間（自平成18年４月1日　至平成18年９月30日） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日　　残高 65,649 69,870 721 41,650 20,804 △237 198,457 2,369 △599 200,227 

中間会計期間中の変動額

新株の発行 43 43 86 86 

剰余金の配当（注） △2,892 △2,892 △2,892 

役員賞与（注） △180 △180 △180 

別途積立金の積立（注） 14,500 △14,500 － －

中間純利益 8,516 8,516 8,516 

自己株式の取得 △9 △9 △9 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

40 40 △682 △40 △682 

中間会計期間中の変動額合計 43 43 － 14,500 △9,016 △9 5,561 △682 △40 4,839 

平成18年9月30日　　残高 65,692 69,913 721 56,150 11,788 △246 204,018 1,687 △639 205,066 

　（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

利益
準備金

資本金 資本
準備金

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

土地再評
価差額金
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　　  　前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月1日　至平成19年3月31日） （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日　　残高 65,649 69,870 721 41,650 20,804 △237 198,457 2,369 △599 200,227 

事業年度中の変動額

新株の発行 219 219 438 438 

剰余金の配当（注） △2,892 △2,892 △2,892 

剰余金の配当 △2,893 △2,893 △2,893 

役員賞与（注） △180 △180 △180 

別途積立金の積立（注） 14,500 △14,500 － －

当期純利益 15,170 15,170 15,170 

自己株式の取得 △25 △25 △25 

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

40 40 △840 △40 △840 

事業年度中の変動額合計 219 219 － 14,500 △5,255 △25 9,658 △840 △40 8,778 

平成19年3月31日　　残高 65,868 70,089 721 56,150 15,549 △262 208,115 1,529 △639 209,005 

(注）　平成18年度６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

利益
準備金

資本金 資本
準備金

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金

土地再評
価差額金
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（４）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

イ．子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

ロ．その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（2）デリバティブ 

 時価法 

（3）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品……移動平均法による低価法 

貯蔵品……最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を

採用しております。 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及

び（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づいた方法に変更してお

ります。 

当該変更に伴う損益への影響額は軽微であります。 

 

（追加情報） 

なお、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却達成した

翌事業年度から５年間で均等償却する方法を採用しております。 

当該変更に伴う損益への影響額は軽微であります。 

 

（2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主に５年）に基づく

定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）に

よる按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

（1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を採用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 為替予約 

・ヘッジ対象 

 変動相場による損失の可能性があり、変動相場等が評価に反映されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変動が回避されるもの（外貨建債権） 

（3）ヘッジ方針 

 リスク回避のため、為替水準等の取引実勢を総合的に勘案し機動的にヘッジを行っておりま

す。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、外貨建金銭債権に同一通貨建てによる同一金額でほぼ同一の期日の為替

予約を振当てしているため、有効性の判定を省略しております。（中間決算日における有効性の

評価を省略しております。） 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

（2）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

追加情報 

 （役員賞与引当金） 

  前事業年度において、役員の賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しておりましたが、 

役員報酬制度の見直しを行った結果、当中間会計期間より年俸制を導入することとなりました。これ

に伴い当中間会計期間より役員賞与引当金の計上は行っておりません。 

 

 

表示方法の変更 

 （中間貸借対照表） 

  前中間貸借対照表において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「関係会

社出資金」（前中間会計期間 13,098百万円）については、資産総額の100分の５超となったため、当

中間会計期間より区分掲記しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係）                                 （単位 百万円） 

番

号 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

１ 中間会計期間末日満期手形 中間会計期間末日満期手形 期末日満期手形 

  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当中間会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が中間会計

期間末残高に含まれております。 

 

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当中間会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が中間会計

期間末残高に含まれております。 

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が当期末

残高に含まれております。 

  受取手形 67  受取手形 94  受取手形 74

  

２ 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 

 14,614 13,599 14,033

  

３ 消費税等の取扱 消費税等の取扱 ＿＿＿＿＿＿ 

 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ､流動資産の｢未収入

金｣に含めております。 

同 左  

  

 

（中間損益計算書関係）                                 （単位 百万円） 

番

号 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

１ 減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

  有形固定資産 659  有形固定資産 687  有形固定資産 1,423

  無形固定資産 23  無形固定資産 22  無形固定資産 43

  

２ 減損損失 減損損失 減損損失 

  当中間会計期間は、減損損失の

金額の重要性が乏しいと判断し、

注記を省略しております。 

 事業所別を基本とし、将来の使

用が見込めない遊休資産について

は個々の物件単位でグルーピング

をしております。 

 工場の閉鎖に伴い遊休となって

いる京都府京丹後市の土地につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（37百万円）として特別損失に計

上しております。 

 なお、回収可能価額は、正味売

却可能価額により算定しておりま

す。時価の算定は、相続税評価額

を基礎に評価しております。 

 事業所別を基本とし、将来の使

用が見込めない遊休資産について

は個々の物件単位でグルーピング

をしております。 

当社は、工場の閉鎖に伴い遊休と

なっている京都府京丹後市の土地

について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損

損失（37百万円）として特別損失

に計上しております。 

 なお、回収可能価額は、正味売

却可能価額により算定しておりま

す。時価の算定は、相続税評価額

を基礎に評価しております。 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項  （単位 株）

 前事業年度末株式数 
当中間会計期間増加

株式数 

当中間会計期間減少

株式数 

当中間会計期間末株

式数 

普通株式（注） 144,780,492 207,000 － 144,987,492

（注）普通株式の発行済株式総数の増加207,000株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項  （単位 株）

 前事業年度末株式数 
当中間会計期間増加

株式数 

当中間会計期間減少

株式数 

当中間会計期間末株

式数 

普通株式（注） 44,966 1,827 － 46,793

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,827株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  

 新株予約権の内訳 
目的となる

株式の種類 前事業年度末
当中間会計

期間増加

当中間会計

期間減少

当中間会計 

期間末 

当中間会計期間末

残高（百万円）

ストックオプション（注） 普通株式 232,000 － 232,000 － －

2008年満期円貨建転換社債

型新株予約権付社債 
普通株式 4,022,040 － － 4,022,040 27,000

（注）ストックオプションの当中間会計期間減少は、ストックオプションの行使及び消滅したものであります。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2007年５月26日

取締役会 
普通株式 3,618百万円 25円 2007年３月31日 2007年６月８日

 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
配当の

原資 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2007年10月26日 

取締役会 
普通株式 3,624百万円

利益 

剰余金 
25円 2007年９月30日 2007年12月７日
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前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項  （単位 株）

 前事業年度末株式数 
当中間会計期間増加

株式数 

当中間会計期間減少

株式数 

当中間会計期間末株

式数 

普通株式（注） 144,661,292 23,600 － 144,684,892

（注）普通株式の発行済株式総数の増加23,600株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項  （単位 株）

 前事業年度末株式数 
当中間会計期間増加

株式数 

当中間会計期間減少

株式数 

当中間会計期間末株

式数 

普通株式（注） 42,110 1,000 － 43,110

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,000株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  

 新株予約権の内訳 
目的となる

株式の種類  前事業年度末
当中間会計

期間増加

当中間会計

期間減少

当中間会計

期間末 

当中間会計期間末

残高（百万円）

ストック・オプション（注） 普通株式 351,200 － 23,600 327,600 1,204

2008年満期円貨建転換社債型

新株予約権付社債 
普通株式 4,022,040 － － 4,022,040 27,000

（注）ストックオプションの当中間会計期間減少は、ストックオプションの行使によるものであります。 

 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2006年６月22日

定時株主総会 
普通株式 2,892百万円 20円 2006年３月31日 2006年６月23日

 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

（決議） 
株式の 

種類 
配当金の総額 

配当の 

原資 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2006年10月27日 

取締役会 
普通株式 2,893百万円

利益 

剰余金 
20円 2006年９月30日 2006年12月８日
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前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項  （単位 株）

 前事業年度末株式数 
当事業年度増加株式

数 

当事業年度減少株式

数 
当事業年度末株式数 

普通株式（注） 144,661,292 119,200 － 144,780,492

（注）普通株式の発行済株式総数の増加119,200株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項  （単位 株）

 前事業年度末株式数 
当事業年度増加株式

数 

当事業年度減少株式

数 
当事業年度末株式数 

普通株式（注） 42,110 2,856 － 44,966

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加2,856株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  

 新株予約権の内訳 
目的となる

株式の種類  前事業年度末
当事業年度

増加 

当事業年度

減少 
当事業年度末 

当事業年度末残高

（百万円） 

ストック・オプション（注） 普通株式 351,200 － 119,200 232,000 853

2008年満期円貨建転換社債型

新株予約権付社債 
普通株式 4,022,040 － － 4,022,040 27,000

（注）ストックオプションの当事業年度減少は、ストックオプションの行使によるものであります。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2006年６月22日

定時株主総会 
普通株式 2,892百万円 20円 2006年３月31日 2006年６月23日

2006年10月27日

取締役会 
普通株式 2,893百万円 20円 2006年９月30日 2006年12月８日

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
配当の

原資 

1株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

2007年５月26日 

取締役会 
普通株式 3,618百万円

利益 

剰余金 
25円 2007年３月31日 2007年６月８日 

 

 

（リース取引に関する注記事項） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（有価証券関係に関する注記事項） 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円）

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 126,163 186,775 60,612 

関連会社株式 － － － 

合計 126,163 186,775 60,612 

 

 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円）

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 103,011 249,963 146,952 

関連会社株式 － － － 

合計 103,011 249,963 146,952 

 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円）

 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

子会社株式 117,314 198,104 80,790 

関連会社株式 － － － 

合計 117,314 198,104 80,790 

 

 

 




